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じて検討したものである。( 1 )第 1 章第 1 節で検討したような畿内諸物産の独占性の後退 (2) 第 1 章
第 2 節で扱った大阪商業を筆頭とする幕府直轄都市の商業上の役割の低下( 3) 第 4 章で‘扱った封建制度
の特殊性，即ち経済統制において，右の諸都市の統制権が諸領主のそれよりも優位にあったこと (4) 村
落が統制に反対して連合する条件があった乙と口こうしたところから近畿の特殊性を窺っているが，とり
わけ諸国における生産流通の発展と，畿内における経済政策的諸現象といかなる関係にあるかに問題をし
ぼっている。乙うすることによって，現在までは大阪・堺の問屋と農民との関係からのみ観察されて来た
『国訴」が，諸国経済との関連において検討されるようになり，現在の研究の視野の狭さは改良されるで
あろうとする。ただ畿内における農民運動自体を研究したもので、ないから，今後の研究にまつべきものを
残している乙とは認めねばならない。
以上通観して，乙の研究は，問題の性質上比較的に完結した形をとっている第 2 章をのぞき，今後の研
究によって改善さるべき性質のものといわねばならない。いわばトルソの集積にすぎない。領国的な例と
しては福岡藩をとりあげ，商品としては薪について検討しており，非領国としての近畿に関する問題提出
も，聞くべきものを多くもっているが，ケース・スタデー自体を意義づける方法に，なお問題があるとい
わぎるを得ない。また従来の研究方法に必ずしも追随していない部分も多く，それだけ独創的見解を披漉
しているが，なお多くの実証によって，帰納的な結論を導き出していく必要がある。また部分的には理論
的に想定されたにとどまるところもあり，実証は必ずしも充分とはいえぬ。(例えば家臣団の官僚化の問
題のごとし。)しかし，乙れは望独の感をのべたのであって，もし新制博士が，学問への一応の登竜門で
あるとするならば，すでにして経済史学の専門家として，今後の研究に十二分の力量をそなえているとい
える。
本論文はそのことをはっきりと示しているものであり，その構成部分が，種々雑多の分野を取扱いなが
ら，しかも乙れを独特の構組力をもって一体系にまとめあげているところは尊重すべきであると思う。幕
府，諸藩の経済政策と，商品流通の問題を巧みにかみ合せて，復雑なる幕藩体制なる日本封建制度の経済
機構を，ものの見事に浮彫した手腕は高く評価してよいし，経済の秩序と進歩の問題を，清新なる着想に
よって理解する視角を提供していることは，日本経済史学に対する一つの寄与といってよい。
本審査委員は，本論文が新制における経済学博士の資格を与うるに値するものと，ここに判定する D
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